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研究分野：現代日本経済史 
科研費の分科・細目：経済史 
キーワード： (1)戦時経済総動員,(2)高度経済成長 ,(3)日韓比較経済史 ,(4)産業調整                    

(5)産業政策,(6)中小企業,(7) 雇用調整,(8)産業合理化 
 
１．研究計画の概要 
本研究は 20 世紀の全期間を通じて日本の市

場経済がどのような特質をもっていたのかを、制
度設計とその定着という観点から検討する。ここ
での市場経済の制度設計とは、産業組織とそれ
に対応した市場への政策介入、企業間関係、企
業統治構造、覇権的経済圏の設定など、市場
機能を規制する一連の制度的枠組みを指して
いる。本研究では、第 1 次資料の発掘・調査に
基づく徹底した実証研究を通じて、重要新事実
の発掘と歴史像の新展開、事例の豊富化に寄
与する。 
 
２．研究の進捗状況 
 計画期間の第 1 年度以来、毎年日韓の現代
経済史研究者との研究交流シンポジウムを
開催し、研究成果を研究組織の HP で公表し
ている。また、経済史関係学会のパネルディ
スカッションを毎年開催し、20 世紀日本の市
場制度設計に関する研究成果を公表した。以
下では、著作の形で発表された成果を中心に
研究の進捗状況を紹介する。 
産業政策史の領域では、(独)経済産業研究

所の『第 2 期通商産業政策史』に協力したメ
ンバーが、「産業政策」、「基礎産業」に関す
る成果をまとめ、2011 年に２巻を刊行する。 

20 世紀における産業発達に関しては、メン
バーによって紡績業、自動車工業に関する単
著がまとめられた。 
金融政策に関しては、戦後日本の対外金融

政策、特殊機関の戦時金融金庫に関する 2 著
が刊行された。 
戦時経済総動員体制を 20 世紀の制度設計

に位置づけたメンバーの単著が刊行された。
さらに戦時の資源需給調整に関する研究成
果がまとめ、2011 年度中に刊行されるなど、
戦時経済総動員体制の研究が進捗した。 
研究組織のほぼ全員による総合研究の第 1

弾として『高度成長始動期の日本経済』が刊
行され、戦後日本の市場的特質を分析した。
現在、これに続く成果を『高度成長展開期の
日本経済』として取りまとめ中であり、2011
年度中に刊行を予定している。このほか、代
表と海外研究協力者の共同研究成果として
1950 年代を対象とした『転換期の韓国経済』
の取りまとめ中であり、日韓研究交流シンポ
ジウムの研究成果を、2011 年度中に公刊する
予定である。 

2011 年秋には、年内刊行予定の上記 2 著
の合同検討会を中心に韓国でシンポジウム
を開催する予定になっている。さらに高度成
長期の自由化政策の再検討を中心に、学会パ
ネルディスカッションの企画を進めており、
20 世紀制度設計の特質解明を順調に進めて
いる。 
 
３．現在までの達成度 
 国際シンポジウム・学会パネルの開催、共
同論文集の刊行などの組織的企画は計画通
り進んでいる。メンバーの研究成果を研究書
にまとめる作業も、概ね順調に進展している。 
 
４．今後の研究の推進方策 
 今後 2 年間も、国際シンポジウム、学会パ
ネルを通じて共同研究成果を発信し、本研究
テーマに沿った代表、分担者、協力者らの共
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同研究メンバーの研究成果を単著にまとめ
る作業を続ける。 
 
５. 代表的な研究成果 
（研究代表者、研究分担者及び連携研究者に
は下線） 
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